
【参考】福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金関係Q＆A 

 

●問８ 賃金改善実施期間における賃金改善額について，「当該賃金改善に伴う法 定福利費等の事業主負担の増加分を含むこと

ができる」とされているが，法定福利費等の事業主負担の増加分は，ベースアップ等による賃金改善に含めて よいか。 

⇒ （答） 法定福利費等の事業主負担の増加分については，ベースアップ等による賃金改 善には当たらないが，福祉・介護職員

処遇改善加算等と同様に，ベースアップ等に 充てた額以外の分として賃金改善に含めることは可能である。 

 

●問９ 賃金改善額の３分の２以上をベースアップ等に充てることが要件とされているが，ベースアップ等に充てた額以外の分

について，用途制限はないの か。 

⇒（答） 賃金改善実施期間全体で，交付金の合計額を上回る賃金改善を行うことが必要であるため，ベースアップ等に充てた額

以外の分についても，賞与や一時金等によ る賃金改善に充てなければならない。 

 

●問 12 その他の職員の範囲は，事業所の判断で決められるのか。また，福祉・ 介護職員とその他の職員について，配分割合等

のルールは設けられているか。 

⇒（答） その他の職員の範囲は各事業所においてご判断いただきたい。また，本部の人 事，事業部等で働く者など，法人内で

障害福祉サービスに従事していない職員の取 扱いについては，2019 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２） 

（令和元年７月 29 日）問 11 を参照されたい。 なお，その他の職員にも配分を行う場合は，福祉・介護職員の処遇改善を目的

とした交付金であることを十分に踏まえた配分をお願いしたい。 

 

〔参考〕019 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.２）（令和元年７月29 日）問11 

 本部の人事，事業部等で働く者など，法人内で障害福祉サービスに従事していない職員について，「その他職種」に区分し，

特定加算による処遇改善の対象とすることは可能か。 

⇒（答 ） 

特定加算の算定対象サービス事業所における業務を行っていると判断できる場合には，その他の職種に含めることができる。 

 

●問 17 前年度の福祉・介護職員等の賃金の総額は，前年度から事業所の福祉・ 介護職員等が入れ替わりや増員等があった場

合，どのように考えればよいか。  

⇒（答） 2019 年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.４）（令和２年３月 31 日）問２及び福祉・介護職員処遇

改善加算等に関するＱ＆Ａ（令和３年３月 29 日）問 14 を参照されたい。 

 

〔参考〕問2 障害福祉サービス等処遇改善計画書において，福祉・介護職員（職員）の賃金の総額を計算するに当たり，「な

お，これにより難い合理的な理由がある場合には，他の適切な方法により前年度の（福祉・介護職員の）賃金の総額を推定する

ものとする」とされているが，「これにより難い合理的な理由がある場合」とは，例えばどのような場合を想定しているのか。 

（答） 

・ これにより難い合理的な理由がある場合としては，例えば- 前年の10 月に事業所を新設する等サービス提供期間が12 ヶ月

に満たない場合，- 申請する前年度において職員の退職などにより職員数が減少し，基準額となる賃金総額として適切でない場

合， 

- 前年（１～12 月）の途中から事業規模の拡大又は変更を行い，申請年度においては，変更後の事業規模で実施する予定であ

る等，当該年度の賃金総額として適切な規模に推定する必要がある場合 

等を想定している。 

・ なお，具体的な推計方法については，例えば， 

- サービス提供期間が12 ヶ月に満たない場合は，12 ヶ月サービスを提供していたと仮定した場合における賃金水準を推計する

こと 

- 事業規模を拡大した場合は，比較時点にいない職員について，当該職員と同職であって，勤務年数等が同等の職員の賃金水準

で推計すること 

等が想定される。 

また，複数の障害福祉サービス事業所等について一括して申請を行う事業所において，当該申請に関係する事業所等に増減があ

った場合は，変更の届出が必要とされているが，例えば，事業所が増加することにより，職員も増えた場合における推計方法

は，当該職員と同職であって勤務年数等が同等の職員の賃金水準で推計し，前年度（前年の１～12 月） 

の賃金総額を推計することが想定される。 

 

〔参考〕問14 



障害福祉サービス等と介護サービスを両方実施しており，職員が兼務等を行っている場合における職員の賃金総額はどのように

計算するのか。 

（答） 

・ 障害福祉サービス等処遇改善計画書に，職員の賃金を記載するにあたり，原則，加算の算定対象サービス事業所における賃

金については，常勤換算方法により計算することとしており，同一法人において障害福祉サービス等と介護サービスを実施して

おり，兼務している職員がいる場合においても，障害福祉サービス事業所等における賃金について，常勤換算方法による計算を

し，按分し計算することを想定している。 

・ 一方で，計算が困難な場合等においては，実際にその職員が収入として得ている額で判断し差し支えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


